平成22年度　第1回　富山県公共事業評価委員会
日　時　　平成22年7月12日（月）13:30～16:00

場　所　　県庁4階大会議室

出席者　　長尾会長、石田委員、奥川委員、小見委員、酒井委員、瀧本委員、中村委員、

　　　　　翠田委員、室伏委員、渡邉委員

議　事
（1）21年度審議結果および県の対応方針について（報告）

（長尾会長）　それでは、議事に入ります。まず出席者の定足数の確認をしたいと思います。本日の出席者は10名となっておりますので、委員会設置要綱第5条第2項の規定する定足数6名以上を満たしていることを最初に確認しておきたいと思います。なお、18年度第3回目の会議から原則公開となっておりますので、各委員の皆さんにおきましてもよろしくお願いしたいと思います。

　では、会議次第に従いまして事務局の方から順次説明をお願いしたいと思います。

（事務局）　それでは、事務局の方から資料7によりまして平成21年度、昨年度の審議結果についてご報告をさせていただきます。それでは、資料の7番の方をお手元にご用意ください。

　右上に「資料7」と書いてあります。委員の皆さま方には昨年参加していただいておりますが、昨年度は本委員会を7月に2回、そのうちの2回目は現場を見ていただいております。それから、10月に1回の合計3回昨年度は開催させていただいたところです。昨年度の再評価の対象事業数は全部で20件でした。その20件について本委員会において審議いただいたところです。

　資料の7の1ページ目、2ページ目をご覧ください。「別紙1」です。この右上に20件と書いてあります。これが全部で20件ということです。その内訳といたしましては資料の3ページ目以降ですが、対象となった20件の一覧を記載しております。

　ご審議いただいた結果としまして、意見として「いずれも継続が適当である」という内容でした。資料の5ページ目に記載がございます。No.15番目の土木部の事業でしたが、港湾環境整備事業、魚津港（北地区）という現場におきまして緑地工の整備の内容を一部見直し、事業費を削減の上、事業継続という審議をいただいたものがございます。

　また、併せて、付帯意見といたしまして2点内容をいただいております。1点目ですが、「県民の生活・財産を守る事業など、緊急性が高いものについてはこれまで以上に早期の実現効果の発現に努められたい」というものです。2点目ですが、「公共事業の再評価にあたりまして事業効果や緊急性・進捗などに関する客観的な指標の導入について検討し、評価内容を分かりやすく公表されたい」ということです。

　これらの意見を踏まえまして、県の方の最終対応方針案はいずれも「事業継続」としたところです。21年度の審議経過についての以上でございます。

（長尾会長）　ありがとうございました。ただ今のご説明に対しまして何かご質問、ご意見等はございませんでしょうか。昨年度ご審議していただいた結果に関しましてご説明があったわけですが、よろしいでしょうか。

　特に意見がないようですので、次の議題へ進めたいと思います。では、「22年度の再評価対象事業について」事務局からご説明をよろしくお願いしたいと思います。

（2）22年度再評価対象事業について

　①重点審議選定基準

（事務局）　それでは、資料No.1番です。「平成22年度の再評価対象事業（箇所）について」というものをご覧ください。平成22年度の再評価対象事業は全部で27件です。表に書いてあるとおりですが、土木部で25件、農林水産部で2件の合計27件となっております。

　設置要綱で定めておりますが、本評価委員会における審議の対象は事業継続中におけます評価でありまして、事業を始めてからある程度の期間を経たものについて今回再評価をお願いするものです。特にそのうち重点的な審議をお願いいたしたいものとして括弧書きで記載してありますが、合計で10件のものについて本日はご審議をお願いしたいと考えております。

　それでは、1ページをめくっていただきまして、22年度の「再評価対象事業一覧表」というものをご覧ください。今回対象となります事業の一覧について土木部、農林水産部の各部局別に道路事業、海岸事業、砂防事業などの事業区分別に記載をさせていただいたものです。先ほどご説明いたしました重点審議対象事業につきましては「重点」というマークを表頭の方に付けておりますので、特にこの「重点」のマークの付いたものについて土木部より順次説明をさせていただきたいと考えております。

　なお、先ほど次長のご挨拶にもありましたが、昨年度の政権交代以降、公共事業を取り巻く環境がいろいろと変化してきております。そのあたりのことも併せまして、土木部の方から説明をさせていただきたいと思っております。それでは、よろしくお願いいたします。

　②土木関係事業

（柴田土木部次長）　先ほどご紹介いただきました土木部次長の柴田でございます。恐れ入りますが、座って説明させていただきます。

○個別の重点事業箇所の説明に入ります前に最近の公共事業を取り巻く情勢について簡単にご説明させていただきます。21年度までは、地方が実施する事業については地方の要望を受けて、国が事業ごとに補助金を配分しておりました。しかし、先ほど冒頭で高野次長のご挨拶にありましたように、政権が変わりまして、地域主権の流れが加速したこともございまして、国土交通省および農林水産省所管の個別補助金の方につきましては平成22年度より原則廃止となり、総合交付金事業として再編されるということで動いております。

　ただ、国土交通省関係では、地域高規格道路とか、あるいはダム、空港関係につきましては、まだ交付金化はされておりませんで補助事業としております。この交付金制度については、現時点では河川、砂防、道路など、その事業種別ごとの縦割りで予算配分されておりまして、県が自由に事業間の予算配分まですることまではできません。

　それから、本年度につきましては制度設計が昨年度末ぎりぎりだったものですから、社会資本整備予算が約１８％削減されたこともございまして、継続事業を中心に配分されて、さらに従来どおり箇所ごとの事業費も明示されています。こういった状況があるわけですが、今後は事業種別ごとではありますけれども、県自らがその事業の実施に対し、ある程度の裁量を持つということが可能になると考えております。

　このため、事業評価につきましても、県自らが主体的に実施していくことになりまして、その事業実施に対して説明責任の観点から、これまで以上に客観性、公平性が要求されていくことになります。また、評価手法の見直しとか、あるいは事業効果の検証方法など、事業評価のあり方等全般について検討していく必要があると考えております。

　昨年度も費用対効果というお話をしましたが、それは個別箇所ごとに評価をしているものでございまして、今回の交付金事業については例えばこの計画を達成するための目標が設定されます。そういうものの評価を今後どうしていくのかということをこれから検討していかなければいけないのですが、国の方でも、まだしっかりとして方向性を示しておりません。現在は、国の直轄事業におきまして事業評価制度の見直しが進められているところです。

○2点目は緊急性などに関する客観的指標の算出方法が確立されておりませんで、全国的にも客観的評価をしている事例は見られないということです。昨年度の付帯意見の中にも費用対効果だけでなく、客観緊急性を評価するような客観的指標が適用できないかというお話がございましたが、国、それから、他の都道府県の方も調べてみましたが、客観的に評価している指標というのはほとんど導入していないということでした。

　
○3点目ですが、補助事業全体に23年度以降、補助金の一括交付金化を政府の方も段階的に実施していくといったことも示されておりまして、今年度創設されたばかりの総合交付金制度につきましても今後の先行きについては若干不透明なところがございます。こういったこともございますので、今後とも国、それから、他の都道府県の動向も踏まえながら引き続き検討を進めていきたいと考えております。以上でございます。

（以下スライド併用）

○それでは、土木部関係の平成22年度再評価対象事業についてご説明させていただきます。土木部関係の再評価の対象事業の箇所数につきましては、先ほど事務局の方からもご説明がありましたが、土木部全体で25カ所です。昨年度に比べて若干多くなっておりますが、内訳につきましては、1回目の評価となりますのは8カ所、2回目の評価は再々評価になりますが、7カ所、それから、3回目の評価となりますのは10カ所です。

　重点事業対象箇所につきましては、これらのうち本日個別のご審議をいただくわけですが、この25カ所のうちの9カ所です。9カ所の内訳につきましては、その表の下の欄の方にございますが、左の方から道路事業が2カ所、河川事業が2カ所、海岸事業が3カ所、砂防事業が1カ所、下水道事業が1カ所となっております。対象事業の説明につきましては、道路事業、河川事業、海岸事業、砂防事業、下水道事業の順にご説明し、質疑応答をお願いしたいと思います。

　それでは、重点審議対象事業につきまして順次ご説明させていただきます。まず最初は4番の、「道路総合交付金事業、一般国道415号」です。一覧表では資料No.2の2ページ、説明資料につきましては資料No.3の2ページの方にございます。それでは、パワーポイントの方で位置図をご覧ください。

○一般国道415号につきましては、石川県の羽咋の方を起点といたしまして、氷見市、高岡市、射水市等の海岸部の各都市を連絡しまして富山市に至りますが、延長は約68kmでございまして、混雑が著しく激しい国道8号を補完する機能も持っております。本事業区間につきましては、富山東バイパスは富山市の環状道路ですが、富山市の森地内から下飯野地内までの1.8km間におきまして平成13年度から整備を行っているところです。

○次に事業の必要性についてです。本事業区間につきましては先ほども申しましたが、富山市の環状道路の一部を形成する重要な区間です。この富山市の環状道路は全体延長が28.1kmございまして、うち現在供用延長が24.7km、整備率にいたしますと約88％です。残る区間というのはこちらの方に①とありますが、本事業区間の1.8kmの赤で着色してある区間です。

　それから、②と書いておりますのは県道富山八尾線の国道8号から富山市山岸間の1.6kmの2区間で事業中です。このうち②の県道、富山八尾線につきましては、今年度の完成を目標にいたしまして整備を進めておりまして、このような観点からも本事業区間の早期完成が求められております。

○また、本事業区間の周辺には富山東高校、それから、北部中学校といった文教施設あるいはJR東富山駅がございまして、通学などの歩行者、自転車が多い区間でもございます。

　しかしながら、右の方の写真は踏切部ですが、現道の幅員は6.5mぐらいと狭くて、特にJR踏切部の付近については歩道がなくて、歩行者、自転車と車が輻輳して、大変危険な状況になっています。さらに踏切部の方は交通遮断もございますので、朝夕の通勤・通学時間帯には渋滞が発生している状況です。

○このため、富山市の環状道路としてネットワーク機能を構築するとともに交通渋滞の解消、それから、歩行者・自転車の安全を確保するために平成13年度よりJR踏切部付近の立体化を含むバイパス事業に着手したところです。全体計画は延長1800m、幅員が32mです。全体事業費は120億円です。

　JRの立体交差部につきましては、自動車は延長250mの高架橋にて横断し、歩行者と自転車につきましては、後でもご説明いたしますが、地下道にて横断いたします。

○上の図がJRとの立体交差部の縦断図です。車道は線路の上をまたぐような形で横断いたします。一方、歩行者と自転車につきましては、地下歩道によりましてJRの下を横断いたします。道路の幅員構成につきましては、こちらの右側の方になりますが、立体交差部につきまして車道部は4車線で16m、自転車・歩行者道の方の幅員は4mです。

○本事業箇所につきましては前回の平成17年度の再評価時に計画を一部見直して継続とされました。当初、車道部のJRの交差方式をアンダーパス方式で計画しておりました。こちらの方が経費的には若干高くつきますけれども、土地利用からいろいろなことを考えて、市街地部ではアンダーパス方式が採用されるケースが多いのですが、前回再評価時にオーバーパス方式に変更しております。

　これは当初想定していましたよりも相当地盤が悪くて、アンダーパス方式の方が計画では想定していた以上に事業費が大きく膨らむことが判明しまして、経済性の観点から右下の方のオーバーパス方式にしたものです。

○次に現在の工事や用地補償の進捗状況ですが、JR交差部の方につきましては、交差方式を見直しましたことから、都市計画決定の変更、それから、JRと再協議しなければいけませんでしたので、その関係で工事の進捗についてははかどりませんでしたけれども、右上の方にありますように、用地補償について重点的に進めました結果、面積換算で大体91％が取得済みです。

　工事につきましては、平成20年度からJR跨線橋の下部工の建設に着手いたしました。これまで10基中2基が完了いたしまして、現在2基分の下部工工事が発注済みです。さらにJR交差部の工事につきましても、昨年度JRと協定を締結いたしまして、事業はおおむね順調に進んでおります。

○現在の進捗状況をグラフにして表してみますと、上から全体のもの、2番目が用地補償、3段目が調査・設計、それから、工事となっております。進捗状況につきましては、全体事業費120億円のうち22年度までの累計事業費は79億4000万円で、進捗率は66.2％となります。これまで用地補償を重点的に進めておりまして、事業費ベースでの進捗率については用地補償が約89％、工事は33％という状況です。

○全体事業費につきましては、前回の110億円から10億円の増額の120億円となりました。これは建物移転補償費につきまして、当時は建物調査までしなかったものですから、例えば工場などの大きい物件がございまして、当初想定しましたよりも増額となっています。

　JR交差部につきましては、予備設計時に想定していました以上に被圧地下水対策が必要なことが判明しまして、見直しをしましたことによるものです。

　また、完了予定年度については、当初、平成24年度を予定しておりましたが、3カ年延長しまして、今のところ平成27年度を目標といたしております。これは市街地における事業でございまして、多くの物件移転が必要でしたので、物件移転の補償交渉に時間を要したことによるものです。それから、先ほど申しましたようにアンダーパス方式からオーバーパス方式に変更した際に、都市計画決定の変更の手続き、それから、JRとの再協議に時間を要したことによるものです。

○コスト縮減の取り組みといたしましては、跨線橋の取付部の盛土区間について現場発生土砂を再利用することによりまして約1億9000万円のコスト縮減を図っていけるのではないかと思っております。

○今後の見通しですが、JR交差部の工事につきましては、JR北陸本線を供用しながらの工事ですので、工事内容によりましては夜間の数時間しかできないこともございますが、平成25年度までかかる見通しです。その後、JR交差部の方の前後を整備いたしまして、平成27年度の供用を予定しております。

　以上から事務局提案の対応方針といたしましては、富山市の環状道路を早く完成させなければならないということ、あるいはJR踏切部の渋滞対策、それから、歩行者・自転車の安全対策を早急に図ることが必要だということで、事業継続でお願いしたいと考えております。

○次に5番目ですが、「道路改築事業、主要地方道高岡環状線」についてご説明させていただきます。一覧表では資料No.2の2ページ、説明資料の方の資料No.3の4ページです。

　主要地方道高岡環状線は高岡市の環状道路の一部を形成する道路ですが、本事業区間は赤い破線で示しています高岡市街地の南部に位置しておりまして、平成15年3月に南郷大橋の高岡市側から国道156号までの間を暫定2車線で供用いたしました。これが1期区間です。この1期区間に続きまして、平成13年度から2期区間として国道156号から国道8号および能越自動車道高岡インターチェンジを結ぶ2610mの区間におきまして道路整備を行っております。

○まず事業の必要性ですが、道路ネットワークの構築ということで、高岡市周辺地域のアクセスの強化、それから、能越自動車道との接続によります広域のアクセス強化が挙げられます。平成17年度に合併いたしました高岡市と旧福岡町の中心部を連絡する道路となりますので、合併支援道路として位置づけられております。また、これが能越自動車道ですが、高岡市街地と能越自動車道と高岡インターチェンジ、それから、国道8号とのアクセスが強化されます。

　さらに本路線に近接いたしまして北陸新幹線（仮称）新高岡駅が整備中でございまして、県西部の各市町から石川県能登地方、それから、岐阜県の飛騨地方から能越自動車道高岡インターチェンジ、あるいは国道8号を経由いたしまして新幹線新駅へのアクセスを強化する必要があります。

○これが国道8号ですが、混雑いたします国道8号を補完する機能があります。本事業区間につきましては、富山市と高岡市を連絡する道路の一部でございまして、富山市から南郷大橋までの4車線化はこの青の区間ですが、これが平成15年度までに完了しております。また、先ほども説明いたしました平成15年3月に南郷大橋から高岡市側の国道156号までの区間が1期区間として暫定2車線で供用しております。

　本事業区間は2期区間ということで、国道156号から国道8号の間を結ぶことによりまして国道8号を補完する富山・高岡広域都市圏の骨格となる道路ネットワークを構築するということになります。これが国道8号ですが、整備中の区間と県道の4車線で整備しておりますが、これがずっと4車線でつながりますと国道8号を補完する機能を持つということになります。高岡市の環状道路の一部として先ほども言いましたように高岡市街地を通過する交通の分散を図って、市街地で発生している渋滞を緩和するという目的も併せて持っております。

○この2期区間の全体計画につきましては、ここは両方に副道がありますが、この副道利用による暫定2車線供用を予定しております。延長については2610m、幅員は基本的には20m、全体事業費は170億円です。

　なお、JR北陸本線の跨線橋部では鉄道と道路と立体交差になりますので、本線部の部分立体化が必要になります。暫定供用にあたりましては、跨線橋の赤で着色してある部分だけを作りまして、片側だけ施工しまして、対面通行として暫定2車線を供用するということです。

○事業の進捗状況につきましては、全体事業費が170億円、それから、平成22年度までの累計事業費は115億5000万円でございまして、事業費ベースでの進捗率は68％です。

　その内訳ですが、設計調査につきましては93％の進捗です。この設計調査のうち下の方に埋文調査というのがあるのですが、この進捗率については94％です。この埋蔵文化財調査につきましては平成23年度に現在の発掘調査をすべて完了する予定です。また、用地補償の進捗率につきましては98％でございまして、工事の進捗率は39％です。

○整備状況につきましては用地買収、埋蔵文化財がほぼ完了いたしておりまして、現在は、境界擁壁水路工などの道路改良工事、それから、JR北陸本線の跨線橋などの整備を進めているところです。JR北陸本線の跨線橋につきましては、昨年度までに下部工20基のうちの19基が既に完成しております。また、昨年度より跨線橋の一部区間の上部工工事にも着手いたしております。

○前回の平成17年度の評価委員会におきましては全体事業費が160億円、平成24年度完了予定といたしておりましたが、事業進捗に伴う状況の変化によりまして今回は全体事業費が170億円、10億円増になりますが、平成26年度完了予定といたしております。

　変更となりました理由につきましては埋蔵文化財の調査範囲が当初の想定よりもかなり広範囲になったことです。この図の青い範囲が今の道路ですが、この間が道路改築事業の範囲です。緑で示しているところが当初想定しておりました埋蔵文化財包蔵地の範囲です。本事業を進めるにあたりまして埋蔵文化財の予備調査を平成15年から平成19年にかけて実施しました結果、このオレンジで示してあるところにつきましても包蔵地が広がっていることが判明いたしました。

　当初、調査面積については4万3000m2だったのですが、予備調査の結果、調査面積が8万7000m2ということで4万4000m2の増加になりました。これに伴いまして調査費も約9億円の増額となってきたということです。

　埋蔵文化財調査につきましては、平成22年度末におきまして8万2000m2が完了予定でございまして、進捗率は先ほども言いましたように94％となる見込みです。当初予定しておりました現地の調査期間が3年延びたわけですが、本事業の事業期間につきましては、工程を調整しまして2カ年延長し、平成26年度の新幹線開業までに何とかアクセス機能確保のため完成させたいということです。

○次に本事業の方のコスト縮減などの取り組みについてご説明いたします。現地での発生土砂の盛土材としての有効活用ということで、北陸新幹線の工事現場等、近傍の工事現場から発生しました土砂を受け入れることによりまして約3億円のコスト縮減を図ってきております。

　また、本事業区間につきましては、両側の副道を利用して暫定2車線供用をするということで、JR北陸本線の跨線部だけ高架橋を作って、暫定2車線の対面通行で供用するということで事業効果の早期発現を図ることとしています。

○今後の事業見通しですが、今後も引き続き計画的な事業執行に努めていきますが、事業完了につきましては北陸新幹線長野～金沢間の開業までの平成26年度を予定いたしております。

　本事業につきましては、高岡周辺地域のアクセスの強化、あるいは広域的なアクセス機能の強化、国道8号を補完するという意味で富山・高岡で広域都市圏の骨格となるネットワークを形成するということ、それから、高岡市の環状道路として交通の機能の分散を図って市街地に発生しております渋滞を緩和する目的のために継続していく必要があると考えております。そういう意味でこれらの目的を達成するために当該道路の整備につきまして、事務局提案の対応方針案といたしましては事業継続でお願いするものです。

○次に河川事業についてご説明させていただきます。まず個別の箇所に入ります前に富山県の河川事業の概要についてご説明させていただきます。パワーポイントにありますのは富山県の法河川を示した図面です。

　国の管理を含めた県内の河川総延長については1651kmでございまして、1級河川についてはよくご存じのとおり、黒部川、常願寺川、神通川、庄川、小矢部川の5水系の216河川です。2級河川の方につきましては片貝川、早月川などですが、30水系の101河川です。

　河川整備率の算出基礎となる時間雨量は50mmで、これは確率的にいいますと5年に一度、あるいは10年の一度ぐらい降るかというふうな降雨なのですが、県が管理する河川延長のうちの要改修延長に対して、時間雨量50mmの出水に対応した流下能力がある河川延長の割合は、平成21年度末で54.7％です。

○本県の河川の特徴としては全国でも稀に見ます急流勾配河川でございまして、過去幾度となく災害を繰り返しております。特に昭和44年災害のときには黒部川、常願寺川、それから、片貝川、早月川など、県東部のほとんどの河川が氾濫する大水害でした。その後、河川改修、それから、上流の方で治水ダム整備をしまして、全県的にかなり大規模な水害というのは解消されつつありますが、局地的な集中豪雨、特に最近は、ゲリラ豪雨のような集中豪雨の頻発があり、それから、急激な都市化の進展もありまして近年におきましても、平成10年、それから、16年、20年に大きな被害が発生しております。

　このため、浸水被害を防止し、県民の生活を守り、安全で安心な地域づくりをするために、過去に大きな浸水被害があった河川において計画的な整備を進めることはもちろんですが、近年ゲリラ豪雨による市街地等で浸水被害が発生した河川における重点的な整備についても着実に進めることにしております。

○それでは、重点審議対象事業箇所についてご説明いたします。6番ですが、「2級河川鴨川水系鴨川河川総合交付金事業」についてご説明させていただきます。一覧表では資料No.2の3ページ、説明資料は資料No.3の6ページです。

　鴨川は魚津市の中心市街地を貫流して、富山湾へ注ぐ延長3.9km、流域面積3.3km2の2級河川です。右上の写真は富山湾から鴨川の上流方向に撮影した航空写真ですが、鴨川が魚津市の中心市街地を貫流しているという状況が分かるかと思います。

○鴨川につきましては川幅が狭くて、流れも急でございまして、洪水による被害がたびたび発生しております。特に平成10年7月に2回の浸水被害が発生し、7月30日の豪雨では魚津市中心市街地において床下浸水が26戸ありました。主要な道路の通行止めの被害が発生いたしまして、地域の商業活動、それから、周辺住民の生活に大きな支障をもたらしました。右上の2枚の写真が平成10年7月30日の浸水状況の写真です。こちらの方に書いております図の青色で濃い箇所が浸水被害の箇所です。 　魚津市はご存じのとおり新川広域圏の中心都市であり、都市化の進展に加えて、近年各地で頻発するゲリラ豪雨により、急激な増水が発生していることから、鴨川における治水対策が早急に求められています。

○本事業につきましては、市街地上流部で洪水時の河川水を分流し、富山湾に直接放流する放水路を既設の道路下に設置するものです。鴨川の現在の河川については近接して人家が連担しておりますので、拡幅しようとした場合、家屋等の多くの移転補償が必要となります。事業費、事業期間が増大してしまいますので、経済的で住民への生活の影響も少なく整備できる放水路工を採用いたしております。全体計画は放水路延長が2160mで、全体事業費は約43億円です。

○事業の進捗状況につきましては、全体事業費43億円のうち平成22年度までの累計事業費が11億1000万円で、進捗率は25.8％です。

○放水路は放流口から鴨川の分流部まで全部整備しないと効果は発現しませんが、その放水路全体が完成するまでの間、下流から順次整備した放水路に周辺市街地からの雨水排水を流入させ、現在魚津港内に排水している既設の排水吐口を暫定的に利用し、排水することにより、段階的効果発現を目指しております。

　例えば具体的に雨水排水についてご説明いたしますと、黄色で着色してあります金浦地区の雨水排水は、茶色の金浦雨水幹線によりまして、浸水が発生しております③の地点の上流で現在の鴨川に合流しております。これをB地点で放水路に取り込むことにより、③の浸水被害も軽減できますし、鴨川そのものの負担も軽減することができます。これらのように整備途中においても、効果を徐々に発現させていきたいと考えております。

○今後の見通しにつきましては、本年度の工事によりまして魚津市火の宮町の地内で市街地の雨水幹線を取り込む予定としておりまして、効果を発現させながら放水路工事を行っていくことにしております。

放水路工事につきましては中心市街地の幹線道路を通行止めにしながら行うこととしております。道路沿線には商店とか、住宅が建ち並んでいるわけですけれども、その出入りとか、接続道路等についても影響があることから、工事区間の設定、あるいはその工事期間についても十分関係者のご理解とご協力を得ながら工事を進めていくこととしております。このようなことから事業期間としては、徐々に整備を進めていかなければいけないことから、平成40年代前半の事業完了を予定しております。

　鴨川河川総合交付金事業につきましては、魚津市市街地の浸水被害の早期解消が必要でございまして、事務局提案の対応方針案といたしました事業継続をお願いするものです。

○次に7番の「1級河川太田川河川総合交付金事業」についてご説明いたします。一覧表では資料No.2の3ページ、説明資料につきましては資料No.3の8ページです。

　太田川につきましては旧大山町を起点といたしまして富山市市街地南部を貫流し、神通川の支川の、土川という川がございますが、これに合流する延長7.2kmの1級河川です。本事業は土川との合流点から上流の富山地方鉄道までの約3kmの区間について河川の拡幅改良を行うものです。

○太田川につきましては河川断面が小さく、流路が湾曲しておりますので、昭和44年の豪雨時には362戸が浸水するなど、大きな被害が発生しております。右上の写真は平成10年7月の出水状況の写真ですが、ほとんど堤防天端まで水位が上昇したという状況です。

○近年の太田川流域の富山市南部地域では都市化が非常に進展しております。DID区域の推移によりご説明いたします。DID区域というのは、ここにも書いておりますが、人口密度が1ha当たり40人以上で、連続して5000人以上となるような人口集中地区です。これをDID区域と言っております。

　右の図は太田川周辺の人口集中地区、いわゆるDID区域ですが、昭和50年、昭和60年、一番下が平成17年のものです。赤い色で着色してあります箇所がDID区域です。黒い線が太田川の流域です。昭和50年のときはDID区域というのは太田川の流域にはありませんが、平成17年には25％と増加しております。このように過去の浸水被害時に比べまして都市化が非常に進展してきておりまして、流入量も増加していることから、早急な治水安全度の向上が必要です。

○全体計画の延長は2990m、全体事業費は50億2000万円です。

○事業の進捗状況につきましては、全体事業費50億2000万円のうち累計事業費21億7000万円で、進捗率については43.2％です。

○下流から順次改修を進めておりまして、青で着色してあるところが下流側の整備済み区間です。これが流下能力を示したものです。これから上流の方についての流下能力を青で示したところはございませんが、計画では赤のところまで流下能力を増やさなければいけないというものです。ここまで1.6kmが改修を終えている区間です。

　今後の整備見通しについてですが、現在、残る未改修区間で最も流下能力が低い、県道東猪谷富山線の上袋橋の架け替えを平成19年度に着手しており、これについては平成24年度に完了する予定です。今後も引き続き上流に向けて河川改修を促進してまいります。

○市街地を流れる河川ですので、道路橋の架け替えとか、あるいは支障物件が非常に多くございます。その調整にどうしても時間を要しておりますので、進捗については遅れぎみです。今後の見通しとしては平成40年代前半に事業完了予定です。太田川河川総合交付金事業につきましては富山市南部市街地の浸水被害の解消が必要ですので、事務局提案の対応方針案といたしましては事業継続でお願いするものです。

○次に海岸事業についてご説明させていただきます。まず個別の重点審議対象事業箇所の説明に入る前に、富山県の海岸事業の概要について簡単にご説明させていただきます。

　富山県の海岸につきましては西の能登半島から東に向かって南に大きく湾曲しておりますが、延長は147.1kmです。富山湾は「あいがめ」と呼ばれる海底谷が多数発達いたしました複雑な地形を形成しておりまして、この地形と富山湾特有の「寄り回り波」や冬季風浪などの海洋における自然現象条件が相まって全国でも稀に見る侵食海岸となっております。このため、過去幾度となく大きな災害を被っております。特に平成20年2月に発生いたしました寄り回り波によります入善地方での災害については記憶に新しいところかと思います。

○このような寄り回り波、それから、冬季風浪等による海岸侵食から国土を保全し、県民の生命や財産を守りますとともに安全で快適な海浜利用の増進に資するために緩傾斜護岸、離岸堤、人工リーフなどの海岸保全施設の整備を行ってまいります。

○それでは、個別の重点審議対象事業箇所の説明に移らせていただきます。まず最初は「海岸総合交付金事業、雨晴海岸」についてご説明させていただきます。一覧表は資料No.2の4ページ、説明資料につきましては資料No.3の10ページです。

　雨晴海岸は高岡市と氷見市との境界になりますが、能登半島国定公園内に位置する延長2841mの海岸です。当海岸につきましては白砂青松の砂浜が広がりまして、「日本の渚百選」の一つにも選ばれております。また、富山湾越しの3000m級の立山連峰を仰ぐということができまして、県内有数の景勝地として年間を通じて地域住民はもとより、県内外から多数の方が訪れるということで大変親しまれております。

○しかしながら、写真にありますように、昭和40年ぐらいから汀線の後退が顕著となりまして、近年も引き続き侵食傾向にありましたので、この貴重な自然景観に配慮した越波防止（波が防波堤を越えることを防止すること）とか、あるいは海岸侵食防止の対策が強く求められておりました。

○このため、昭和56年度から整備を進めまして、平成20年度に事業を完了する予定でしたが、平成20年6月にこのような形で、新聞の記事にもなったのですが、急激に砂浜の一部が侵食されておりまして、それまで安定していた砂浜が現在も侵食が収まらない状況となっております。

○砂浜が侵食されたままでは護岸の基礎が露出いたしまして、護岸が倒壊する恐れとか、あるいは砂浜の消波効果が発揮されずに、越波が発生する恐れがあります。このため、侵食されました砂浜を復元いたしまして、越波と海岸侵食から県民の生命・財産を守りますとともに雨晴海岸の景観を保全するための対策について引き続き強く求められているというところです。

○全体計画は先ほど言いましたように延長が2841mですが、全体事業費は53億6000万円です。前回の評価時から先ほどご説明いたしました平成20年6月以降に侵食が進んだ箇所の対策といたしまして、ここに緑で着色してあるのが砂浜の養浜です。それから、こちらの方が離岸堤の設置ですが、その分に要します費用が5億6800万円増額となっております。

○平成20年6月以降に侵食が進みました箇所について平成20年度、21年度と侵食の原因、それから、対策工法につきまして検討しました結果、今ほどご説明いたしました離岸堤と養浜による対策を実施することとしたというものです。今年度から離岸堤の整備を進めることといたしておりまして、今年度末の進捗率は90.2％となる見込みです。

○事業の進捗状況についてですが、全体事業費53億6000万円のうち平成22年度までの累計事業費につきましては48億3000万円で、進捗率は90.2％です。こちらの棒グラフの中で残っておりますのは、下から三つ目の養浜をこれだけ今からやらなければいけないということです。それから、一番下の離岸堤がこの部分をやらなければいけないということです。それから、測量設計費については毎年海底の地形変動とか、海浜の安定状況を測量するためのもので、この三つが残っているということです。

○コスト縮減の取り組みといたしまして離岸堤については他の海岸で過去に撤去いたしまして、それを一時的にストックしておりました離岸堤のブロックを再利用することとしておりまして、ブロックを新たに作らないことでコスト縮減を図っております。事業全体で8600万円のコスト縮減が図られる予定です。

○当事業の今後の見通しにつきましては、ブロックの再利用によりましてコスト縮減とか、工期短縮を図りながら計画的な事業執行をしてまいりまして、平成30年代前半の事業完了を予定いたしております。雨晴海岸総合交付金事業につきましては越波と海岸侵食から県民の生命・財産を守り、安全で快適な海岸環境を創出するために事務局提案の対応方針案といたしましては事業継続をお願いするものです。

○次に10番の「港湾海岸総合交付金事業、伏木富山港海岸①」についてご説明いたします。一覧表の方につきましては資料No.2の4ページ、説明資料につきましては資料No.3の12ページです。

　伏木富山港海岸は伏木富山港の港湾区域内にある富山市から射水市、高岡市にまたがる海岸です。本事業につきましては延長6kmの区間で海岸の侵食対策を行っております。これまで雨晴地区、国分地区、新湊①、新湊②、富山地区の5地区で整備を行っておりまして、雨晴地区、国分地区についてはそれぞれ平成18年度、平成19年度に完了しておりまして、現在は新湊①、新湊②、富山地区の整備を進めております。全体計画は先ほど言いましたように、延長は約6kmでございまして、全体事業費は172億9800万円です。

○本事業の目的および必要性についてご説明いたします。伏木富山港海岸につきましては先ほど冒頭に言いましたように、富山湾については複雑な海底地形と冬季の激しい風浪、それから、富山湾特有の寄り回り波といった海岸における自然条件によりまして古くから越波災害とか、海岸侵食が起きております。

　写真の①は滑川市の海岸での寄り回り波の状況を撮影したものです。写真の②は平成16年の台風23号が通過した翌日に新湊地区で撮影されたものです。写真の③番目は平成21年の台風18号が通過した日に新湊地区で離岸堤を越波したのを撮影したものです。このようなことから海岸侵食対策事業を行いまして、国土の保全、それから、背後地域の方の生命・財産を守るということで安全性を確保することが必要になります。

○本事業の整備についてご説明いたします。従来海岸では直立護岸、消波ブロックといった線的な防護を取ってきましたが、越波対策には一定の効果がありますものの、時間の経過とともに海岸侵食が進みまして、海浜の喪失や洗掘などによりまして直立護岸、消波ブロックが損傷を受けまして、いずれも越波に被害を受けてきているという状況がございます。

　また、直立護岸につきましては海岸へ下りにくいということがあります。また、離岸堤につきましては海岸の景観を損なうということもございまして、海岸を利用する人、観光に来る人にとりまして海に親しむのに不便な状況になっております。

　このため、近年では一番下の方にありますように、緩傾斜護岸（緩やかな護岸）養浜、を潜堤、この三つで面的に防護するという海岸保全が行われております。

○整備状況、効果等についてご説明いたしますと、写真の①、②は新湊2工区の潜堤整備区間の全景です。この黒い部分が離岸堤を撤去し、潜堤を敷設したところです。写真の③は3番になりますが、施工済みの潜堤敷設後の波浪状況を撮影したもので、この赤丸で囲った部分において潜堤によって波が砕かれまして、海岸に押し寄せる波の波力が弱められている状況が見られます。

○事業の進捗状況につきましては全体事業費172億9800万円のうち平成22年度までの累計事業費は144億4200万円で、全体の進捗率は83.5％です。

○コスト縮減の取り組みといたしまして潜堤に使用するブロックにつきましては既設離岸堤のものを有効利用しまして、コスト縮減を図っております。

○事業の進捗状況につきまして、本事業については、ピーク時から社会資本整備予算の減額になってきておりますので、遅れている状況にございます。

　今後の見通しについてですが、緩傾斜護岸については、おおむね整備が完了いたしておりまして、今後は面的な防護効果を高めるために潜堤、それから、養浜の施工を順次進めていきたいと考えております。本事業につきましては海岸の侵食、越波ということがございますので、それらのためにも事務局提案の対応方針案といたしましては事業継続でお願いしたいと考えております。

○続きまして、11番「港湾海岸総合交付金事業、伏木富山港海岸②」ですが、一覧表の方につきましては資料No.2の5ページ、説明資料は資料No.3の14ページです。

　伏木富山港海岸につきましては先ほどご説明いたしましたとおり富山市から高岡市にまたがる海岸でございまして、延長1.9kmの区間で整備を行っております。これまでに国分地区、堀岡地区、新湊地区の3地区の整備を行ってきておりまして、全体事業費は87億5300万円です。

○本事業の目的についてですが、伏木富山港海岸につきましては富山湾特有の海底地形もございまして、越波災害とか、海岸侵食が起きてきたということは先ほど申し上げたとおりです。

　写真③ですが、平成21年の台風18号が通過した日に新湊地区で撮影されたものです。左側は、ここに突堤があるのですが、その突堤を越波している状況です。右側の方は離岸堤を越波している状況です。このようなことから、先ほどご紹介しました多くの方に利用する区間を防護しまして、安全性を確保することが必要です。

○親水空間の現状および事業の必要性についてご説明いたします。本事業につきましては海岸の侵食、越波などから背後地域の生命と財産を守るととともに国土保全を図るものです。緩傾斜護岸、潜堤、それから、養浜の面的防護方式によりまして、生活空間、親水空間を防護いたします。その際には自然景観に配慮した安全で快適な海岸を整備するということになります。

　上の写真ですが、左上の方が射水市の新湊ビーチの状況を撮影したものです。西側には新湊マリーナも隣接いたしておりまして、多くの海水浴利用者でにぎわう箇所です。海水浴場の利用状況についてはここにありますように年々増加してきております。

　右下の写真は高岡市の国分海岸の状況を撮影したものです。ここでは小学校の遠泳大会、納涼祭の地元活用、それから、地元以外からも海水浴に多く利用されております。

○新湊地区の事業概要についてご説明いたします。海岸防護を図るために先ほどからご説明しますように緩傾斜護岸、それから、人工リーフ、養浜を行いまして、面的防護方式による整備を行っているわけですが、背後の方につきましては利用者を考慮いたしまして、ここの方に盛土と種子吹付工等による整備を行います。

　現在この西側については完成しております。また、前回の再評価時に背後地整備について見直しを行いまして、この地区については全体事業費が1億800万円の減となっております。全体計画は護岸工1108mで、潜堤が710m、全体事業費として77億9600万円です。

○事業の進捗状況ですが、全体事業費87億5300万円のうち平成22年度までの累計事業費は72億8900万円です。進捗率は83.3％です。

○海浜の維持管理状況についてご説明いたしますが、海老江地区では地元自治会が主体となりまして海浜公園美化委員会を設けまして、約140名がグループ体制で海浜公園の管理に取り組んでいただいております。住民総出の海岸清掃、海水浴場での住民による監視、それから、草刈り等を行っていただいております。地元との協働によりまして、きれいで安全な海岸を維持してまいります。

○コスト縮減の取り組みの内容といたしましては潜堤に使用するブロックを既設離岸堤のものを有効利用いたしましてコスト縮減を図っております。

○事業の進捗状況につきましては、本事業は社会資本整備予算の減額によりまして若干遅れている状況ではございます。ただ、緩傾斜護岸につきましては、おおむね整備が完了いたしておりまして、今後は面的防護効果を高めるために潜堤、養浜の施工を順次進めていきたいと考えております。

　本事業につきましては海岸の侵食と越波から背後地の生命と財産を守るために整備が必要であると考えておりまして、引き続き事務局提案の対応方針案としては事業継続でお願いしたいと考えております。

○次に15番の「砂防総合交付金事業の論田川」についてご説明いたします。一覧表の方は資料No.2の6ページ、説明資料につきましては資料No.3の16ページです。

　これは氷見市の上庄川という川がございまして、その上庄川水系の論田川になるわけです。富山県の北西部の氷見市谷屋地内に位置する渓流です。位置的には、右上の方に富山県の地図がありますが、この辺りになります。

　その下流地域には保全対象となります氷見市谷屋地内の人家が45戸、それから、災害時に要援護者関連施設であります明和保育園、施設としては国道415号と市道がございます。

○この渓流では昭和51年に床下浸水17戸の水害が発生しております。このため、2基の砂防堰堤等を順次整備したところですが、平成20年にも豪雨により斜面崩壊が発生いたしました。これがそのときの渓流が埋塞した状況の写真です。それから、その周辺一帯の田が浸水するなどの災害が発生しております。

　そういう意味で中流域の方では依然として河床洗掘、それから、渓岸の崩壊が著しく、豪雨に見舞われると再び土砂災害が発生することが懸念されますので、下流の人家、あるいは保育園などを守るためにも早急に対策を進める必要があるということです。

○事業内容につきましてはこの区間の護岸工が1760m、それから、床固工3基を設置するもので、平成8年度から着手いたしております。全体事業費については11億5000万円となっております。

○事業の進捗状況につきましては全体事業費11億5000万円のうち平成22年度までの累計事業費は7億6900万円でございまして、進捗率は66.9％です。

○コスト縮減の取り組みですが、建設発生土を国道415号バイパス事業の盛土材として利用することによりまして両方の事業としてコスト縮減を図っているという状況です。事業全体で約1200万円のコスト縮減が図られる予定です。

　今後の見通しといたしましては引き続き護岸工の整備を行いまして、早期完了に努めることとしておりますが、事業の完了は平成27年度を予定しております。

　論田川の砂防改良事業については地区住民の生命、財産を土石流災害から守る必要がありますので、事務局提案の対応方針といたしましては事業継続でお願いしたいと考えております。

○最後になりますが、下水道事業についてご説明申し上げます。まず富山県の下水道についてご説明させていただきます。一般家庭や事業所からの排水処理についてはさまざまなものがございまして、大きくは上が下水道法による下水道です。それから、その他の汚水処理施設というものに分類されます。

　公共下水道については主に市町村が主体となってそれぞれ整備を進めるものですが、流域全体で考えた場合に二つ以上の市町村の下水を集めて処理した方が経済的であり、かつ効率的と判断できる場合については県が下水道の幹線管渠と下水処理場を整備します。関係の市町村は幹線管渠から一般家庭、あるいは事業所までの下水道管渠を整備する形を取ります。これが流域下水道です。

○本県では流域下水道を行っているところが小矢部川流域と神通川左岸流域の二つがありまして、それぞれ処理場および幹線管渠の設置と管理を行っております。

○これは富山県の下水道事業の現状を表したグラフですが、汚水処理人口の普及率につきましてはグラフに示してありますけれども、平成20年度末で91.5％と全国で9位の高い水準にあります。すべてがこの下水道事業によるものではございませんが、この高い水準の一端を担っているのが下水道ですので、今後とも整備を進めてまいりたいと考えております。

○25番の「下水道総合交付金、神通川左岸流域下水道」についてご説明いたします。一覧表につきましては資料No.2の11ページ、説明資料は資料No.3の18ページです。

　神通川左岸流域下水道につきましては県中央部の神通川と庄川に挟まれました富山市、高岡市、射水市の3市の汚水を処理する流域下水道事業です。平成3年度から県では幹線管渠と処理場の整備、関係3市の方では流域関連公共下水道の整備を進めておりまして、平成9年12月には一部供用いたしております。平成13年度はじめには関係全市において供用となりました。幹線管渠につきましては平成17年度末に全線完成いたしております。

　処理場の水処理施設につきましては関係3市による流域関連公共下水道から流入いたします下水量に応じて段階的に整備しておりまして、平成21年度末で日最大処理能力は1日当たり6万6000m3です。下水量に応じてということは接続する下水道が増えてくればそれに対応する処理施設を増やしていきますという意味です。

　事業計画認可といたしましては今ほど言いました3市で、計画処理区域面積については5979haということで、計画処理人口については20万3000人余りです。事業費については966億5400万円です。

○事業の進捗状況についてですが、全体事業費966億5400万円のうち平成22年度までの累計事業費につきましては868億5200万円で、進捗率は89.9％です。

　整備の進捗状況について、幹線管渠は平成17年度末に管渠はすべて全線完成しております。また、処理場については関係市による流域関連の公共下水道の面整備に伴いまして増大する下水量に対応するため、段階的に整備を進めております。平成21年度には神通川左岸浄化センターへの日最大流入量が6万4000m3でしたので、これに対して現在の処理場の処理能力が6万6000m3ですので、早急に水処理施設の増設が求められているという状況です。

○コスト縮減の取り組みといたしましては現在増設中の水処理施設の整備にあたりまして流入する下水の水質を勘案し、最初沈殿池を既存のものよりも面積で40％小さくすることによりましてコンクリート、それから、機械設備等のコスト縮減を行っております。最初沈殿池というのは流入してきた下水をゆっくり流しまして、小さなごみとか、汚泥を沈殿池で沈ませる施設です。それから、機械設備等についても新技術を積極的に活用しましてコスト縮減を図っております。

○現在年々増加いたします流域関連3市からの流入下水に対応するために水処理施設、それから、汚泥処理施設を増設中でございまして、平成24年度中には処理能力を現在の6万6000m3から8万2500m3とする予定です。

　神通川左岸流域下水道につきましては生活環境の向上、それから、公共用水域の水質保全のために事務局提案の対応方針案といたしましては事業継続でお願いしたいというものです。

　以上で説明を終わらせていただきます。

（長尾会長）　ただ今重点事業につきまして土木の方からご説明がございましたが、これから各委員の皆さんからご質問等をお伺いしたいと思います。一気に説明がありましたので、まだ頭の中は整理ができていないかもしれませんが、お気づきの点からご質問等をいただければと思います。いかがでしょうか。はい、どうぞ。

（C委員）　5番の「主要地方道高岡環状線」についてちょっとお聞きしたいのですが、お話の中で埋蔵文化財調査等により事業に若干の遅れが生じているということと事業費の方も多少増えているということがありますが、この埋蔵文化財調査というのはどういった調査をされているのか。

　それから、その調査によって事業費が増えているのであれば、その事業費が増えた分と完成が延びるということが埋蔵文化財の調査以上に県民にとって何か利益があるのかといったらおかしいのですが、どういったような県民にとってのいいことがあるといったらおかしいのですが、どういったような利益があるのかなというのがちょっと分からないのです。そこら辺をちょっと教えていただければと思います。

（柴田土木部次長）　埋蔵文化財調査について、県民にとってはどういった利益があるかというのは私どももなかなか答えづらいのですが。

　過去に例えば国道8号の小矢部の方でありましたように、かなり貴重なものが出てきた場合はそこの遺跡を壊さないような形で何かできないかとか、史料保存をどうしていくかということでやっていきます。県民にとってどういった利益があるかというのはなかなか難しい点がありますが、近世になるか、中世になるか、古代になるか分かりませんけれども、その当時の生活を知る上で貴重な史料になるのではないかなと思っております。

　先ほど埋蔵文化財で遅れたという話をいたしましたけれども、その埋蔵文化財について包蔵地というのは大体教育委員会の方でも知っているわけですが、実際に現地に入ってみて試掘調査をやっていきますと、包蔵地としてはもっと調べなければいけないなということが関係市の教育委員会の方から示されますので、埋蔵文化財調査が必要な範囲については、当初に想定される包蔵地だけではなくて、実際に現地に入ってみてから増えてくるということがあります。これは道路事業におきましても、新幹線事業につきましても往々にしてございます。

　答えになっているかどうかちょっと分かりませんが、申し訳ありません。

（C委員）　大体分かりました。ということは、工事する前にその辺には何かが、どこを掘っていてもいろいろなものが出てくるとは思うのですが、大体の予想がついていて、これだけの金額をかけて、工事が長引いても、それだけのことをするということでよろしいのですね。

（柴田土木部次長）　当然その埋蔵文化財の包蔵地については必ず私どもは県の教育委員会にも確認しますし、市の教員委員会にも確認して、調査が必要なものについて場合によっては教育委員会の方で埋蔵文化財調査に必要な概算費用をはじいていただいております。ただ、実際に現地へ入った場合に、さらに試掘をしてみるとやはり本調査が必要になるということもあります。

　例えば一番予想できないものとして、2層にわたって埋蔵文化財がある場合があるのです。1層を掘ったら、その下にまた文化財があったという場合です。2層になりますと相当調査費用も高くついてきますし、期間もかかってきます。ただ、2層になっているか、1層かという話はさすがに教育委員会の方でも予想はなかなか難しいかと思います。

（C委員）　分かりました。ありがとうございました。

（Ｄ委員）　ちょっと基本的なところを確認させていただきたいのです。今伺っていますと、結果的にすべて事業継続ということでお話があったわけですけれども、公共事業費が最初のお話のように削減されていく傾向の中でこれは財源的にどこまで可能なのかというところなのです。財源さえあれば別に問題はないと思うのです。将来的にこのペースでやっていくと、県民の新しい負担が必要になってくるのか。あるいは事業がそのまま全体的にずるずると遅れていくというだけのことなのか。その辺はどういうふうに考えておられるのかということです。

　先ほど見ていますと、事業の中には平成40年代に完成というのもありました。あと20年もかかるのかという感じもするのですが、それがさらに遅れていくということになればまた大変なことです。いずれも生命にかかわるようなものが多いので、切れないことは確かなのですが、遅れた場合に今度はどういう問題が起こってくるのか。その中でさらに優先順位を付けなければいけないということを考えておられるのかどうかということです。これは本当に緊急的なものなので、先にやらなければいけないというようなことを考えていくことを県としては考えておられるのかということをちょっと確認させていただきたい。

（柴田土木部次長）　まず事業費が削減になってきたということで、極端にいいますと、今までは例えば完了箇所が2カ所出れば、新規の箇所2カ所に着手したりとか、1カ所に着手したりといったことをしていたわけですが、今は基本的に継続事業を優先させています。その継続事業を優先させる中でも期限が決まっているもの、例えば新幹線の開業までにやらなければいけないものなどは、優先順位が高いです。

　もう一つは浸水被害が起きているところについては整備を進めていかなければいけません。ただ、浸水被害が起きている河川の改修というのはどうしても非常に時間がかかります。そういう意味で先ほど鴨川でも言いましたように、暫定的にその事業効果が発現するような形で途中から放水路の方へ排水を流すことを考えるなど、そういうことでどうしても事業期間がかかるものについては暫定的に事業効果が発現できるようにしています。

　もう一つ、道路の例でいえば、例えば最初から完成断面ではなくて、必要最小限のものだけをまず作り、交通量の増加に応じて、それから完成形でやっていくといったことです。

　そういう意味でまず継続事業を優先してやっていきます。その中でも急がなければいけないもの、期限が決まっているもの、それから、生命・財産を守らなければいけないものは当然早くやっていかなければいけないですし、ただ、どうしても時間のかかるものについては順次その事業効果が発現できるような形で少しずつ効果を上げていくということで努力していきたいと思っております。

（Ｄ委員）　ついでですが、今回の事例の中で生命にかかわるものが多いのです。県としては優先順位をその中で付けてはいないと、ある意味ではこれを今までのペースでやっていくということなわけですね。

（柴田土木部次長）　例えば先ほど冒頭の方に申し上げましたとおり、今は交付金事業などになりましたけれども、河川、道路、砂防という各事業で、例えば道路事業の予算を次の年に河川事業に持ってくるとか、そこまで県の裁量はありませんので、河川なら河川の中で、道路は道路の中で、砂防は砂防の中での優先度が高いものから整備しております。

　例えば河川の方で非常に集中的に整備を進めているのは、黒瀬川で流下のネックになっている鉄道橋の改修をやっております。これについては一気に改修しなければいけませんので、そこへ集中投資しているということもございます。そういう意味ですべての事業で優劣を付けているわけではないのですが、河川なら河川事業で、道路なら道路事業で優先度を図りながらやっている状況です。

（Ｄ委員）　分かりました。ありがとうございました。

（長尾会長）　はい、どうぞ。

（Ａ委員）　今のと関連するのですが、資料1の一覧表でちょっと見ているのですが、ここでぱっと見ると、土木のところで特に9、10、11の海岸のところですね。これが3回目に来ていますし、9割、8割、8割完成しているにもかかわらず、8年、13年、8年とまだ事業が残っているというふうな結果が出ているのです。上の6番、7番は例の都市化しているところの浸水対策事業をやるということで、これはまさに今までの評価の一つのメルクマールだった生命・財産というものに直に関連してくると思うのです。

　この9、10、11は、私も言い方がちょっと分かりませんが、海岸事業は確かに生命・財産、特に新湊の海水浴場の辺だとすぐそばまで家が来ていますので、関係があるかもしれません。ほかのところはどっちかというと景観というか、砂浜の養浜というか、そっちの方が主なような気がしたのです。そうなると生命・財産とかに直に関連してこないような気がするのですが、これについては当然土木の人はそうではないという反論はあると思うのです。

　それから、今言った相当進捗率が高いのにもかかわらず、まだ残り年数が8年とか、こういうのもちょっと分からないのです。そのところをちょっと教えていただきたいのですが。

（Ｈ委員）　それと、いいですか。関連で。

（長尾会長）  関連の質問で、はい。

（Ｈ委員）   すみません。私もそのことでちょっと気になったのですけれども、海岸侵食が資料の先ほどの説明では昭和40年ぐらいから侵食が著しいというようなことを説明されていたかと思うのです。ここの3カ所だけそういうことで海岸の補強というか、そういうことをされていると思うのです。なぜそういうことが昭和40年ぐらいから著しくそういうふうになってきたのか。今までそういうことはなかったのかなということです。

　もしもそうだとすると、ここだけではなくて、富山県はそれこそ海岸に全部面しているわけですので、全部そういうことになってしまうのではないかというようなことも考えられるなというふうなことです。本当に素朴な疑問なのですけれども、その辺をまたお願いいたします。

（柴田土木部次長）　まず最初の海岸の方の関係ですが、先ほど養浜というものについては波の消波の方に寄与しないのではないかというような、そうではなくて、養浜についても砂浜があることによって打ち上げ高を下げるという効果がございます。緩傾斜護岸、砂浜があること、それから、潜堤、あるいは人工リーフというものの施設全体で越波する高さを、波の打ち上げ高を抑えるとか、また、波力を抑えるという形での面的防護で一番効いてくるのは越波もさることながら、寄り回り波という周期の長い波に効果があるのではないかと思っております。

　それから、もう一つ、事業の進捗率が上がっているのにまた相当延びるという話につきましては、確かに事業費がかなりの額でございまして、海岸保全施設の1基当たりについてもかなりの額がかかるということもございまして、進捗率はだいぶ高くなっているのですけれども、全体事業費がどうしても高いものですから、それだけのものは時間がかかるということです。

　それから、もう一つおっしゃいました昭和40年代ごろからという、それはちょっと調べてみないと分かりませんが、昔はよくご存じだと思いますけれども、私も島尾とか、雨晴に行った場合には、あそこでソフトボールとか、バレーボールなんかできるぐらい広い砂浜があったのです。今はそれがほとんどないような状況です。

　その侵食は何が原因かということは特定できません。沿岸流によるものなのか、ダムを作った影響によって山から土砂の供給が少なくなっているのではないか、などが考えられます。そういう意味では、富山湾全体の侵食が進んでいます。特に入善の方については侵食が進んでいます。朝日町、入善町あたりの昔の航空写真と今の航空写真を見れば歴然と分かりますように、かなり侵食が進んでおります。下新川海岸については国の直轄海岸ということで国で整備していただいております。それから、東の方では朝日海岸、境海岸については、県で侵食対策を行っておりまして、この一部の地域だけが侵食の傾向が強まってきているということではありません。

（Ａ委員）　侵食とか、そういうのではなくて、私が言いたいのは、先ほどの河川のああいう街中でも大水が出て、直に家が壊されたりというのと違って、海岸の場合は、どっちかというときれいな砂浜の景観とかいう方に何となくウエートを置いている気がします。ですから、予算を付ける方もあまり理解をしにくいということも一つあるのではないかと思うのです。

　かといって、放ったらかしておいたらいいとは思いません。これは富山湾全体の問題ですから。ただ、それを全部、寄り回り波とか、複雑な海岸を直そうと思ったって根本から直すのは無理なのです。ですから、そこをどうするかというのはこんなちょこちょこっとやっておってもあまり効果がないような気がするものですから。

（柴田土木部次長）　十分なお答えになるか分かりませんけれども、河川もそうですが、浸水が起きたから急にすぐ例えば何kmも一気に整備できるものではございませんし、特に河川の場合は下流から整備を進めなければいけない。どこからでもやるという道路みたいなわけにいきませんので、下流から順次整備してこなければいけないということです。

　それから、海岸につきましても、例えば新湊とか、滑川とか、この辺で海岸のすぐのところに直立の護岸が昔からあったわけですが、今はそれが徐々に解消されつつありまして、緊急度は落ちてきているのではないかというご指摘ですけれども、確かにそういう面はあるかもしれません。

　ただ、着実に少しずつやっていかないと、いずれ何か災害の被害があったときにあのときにちゃんと手をかけてきちんとした計画に基づいてやるべきでなかったのかという話に多分なります。これも一朝一夕でできるわけではございませんので、少しずつやっていかなければいけないと私ども土木部の方では思っている次第です。

（長尾会長）　はい、どうぞ、F委員。

（F委員）　今のは非常に私も大事と思うのですが、この付帯意見のところにも書かれているとおり、事業の緊急性とか、その大事さの客観的な指標、何が大事かというのは、多分この10人のメンバーでもいろいろ意見があると思うのですね。できたらマーケティングリサーチの考えなんかを入れることによって何が大事かという県民の希望を見ることです。大多数の人は何が大事か。生命・財産が多分大事と思うのですが、本当にそうなのかという客観的な検証というのが私は要ると思うのですね。できたら国に任せるのではなくて、富山県独自で県民の意見で何が大事かというプライオリティをみる指標みたいなのを作られたらいいと思いますね。

　それから、先ほどちょっと話があったとおり、河川の事業はびっくりするようなことがあるのです。7番の資料を見たら、太田川の着工が昭和49年なのですね。完成が平成40年ということです。なぜこんなに時間がかかるのかな。事業継続とか言われたのですが、この委員会の所掌ではないけれども、逆になぜ早くできないのか。予算の話なのか。住民の反対があるのか。何なのかちょっと教えていただきたいと思うのですね。

　河川の洪水はご存じのとおり都市化が進んで、アスファルトで道路なんかが覆われて、すぐ水が流れるということですが、対策の一つとして例えば舗装の透水化とか、透水性舗装なんかがたくさん使われていて、最近それが功を奏しているということもあると思うのですね。私は、先ほどの海岸の話もそうなのですが、自然現象を土木の力で抑えるというのは当然限界があると思うのですね。やはり自然に戻すような感じですね。

　先ほどなぜこんなに海岸侵食があるかと言われて、私の知り合いが一生懸命研究しているのですが、やはりダムを作ったからです。昔はダムがなかったために河川から適当な砂が流れて、そういう侵食なんかが起こらずに、プラスマイナスが相殺されるような格好でうまくバランスが取れていたけれども、最近は遮断されていて、能登半島の西海岸がすごく侵食されているのですね。それは海流の影響だけではなくて、砂の供給というのが大きいということです。やはり原因を調べなければいけないと思うのです。

　それから、先ほど言ったとおり、土木の力で抑える、例えば河川を広くするのももちろんいいと思うのですが、透水性舗装とか、そういう2次的な手段を使って。要するに、期間がかかりすぎているのです。なぜこんなにかかるのですかね。昭和49年から平成40年になっているのです。すみません。教えてください。

（柴田土木部次長）　まず1点目の客観的な指標で、具体的には例えばマーケティングリサーチという話がございました。多分いろいろな希望が聞けると思うのですが、それを数値化して比較するときにどう評価するのかということが非常に難しいのだろうと思うのです。

　例えば去年は費用対効果の中で道路事業のB/Cを出しましたけれども、その便益として計上している効果は、道路を整備した場合、しなかった場合を比較して時間短縮効果がほとんどを占めています。そうなりますと、例えば道路を拡幅した場合には時間の短縮効果はほとんどないのです。そうしたら、その事業をやる必要はないのかというと、そうではなくて、交通安全上とか、いろいろな意味で効果があるわけです。ただ、それをオールジャパンで数値化して、ほかのものと比較するというのはなかなか難しい。

　国では例えばB/Cが1.0にならないものについては新規を認めませんよといった話もあったりします。そうなってきますと、例えば山地部の道路は、四国や東北の方は命の道と言っておられるように、例えば救急医療センターへどれだけで行けるのか。あと5分早ければ助かったよとかいう場合があるわけです。そういった命を救う効果を客観的な指標として数値化できないかということとか、冬季の雪による通行止めの解消効果とか、いろいろな効果を指標化して、費用対効果に盛り込めないかということを東北、それから、四国などで取り組んでいます。

　ただ、数値化するときにかなりのデータがないと、その数値化した場合の客観性というか、バックデータがないのです。だから、1県でするというのは難しいと思います。私ども北陸地方整備局管内の各県でそんなことをできないかとか、多分東北の方はそういう意味で各県が連携してやられたのだろうと思います。

　ということで、私どもは先ほど冒頭に言いましたように、県が裁量が高まってきた場合に客観性、公平性をどうして決めたのかというふうな話が求められますので、そこら辺は私どももいろいろ勉強していかなければいけないと思っております。それが1点目です。

　それから、太田川につきまして河川改修に非常に時間がかかっているということについてはおっしゃるとおりでございまして、二つあるのだろうと思います。一つは予算の問題も確かにありますけれども、もう一つは河川の事業は特殊性があって、河川の工事をやれる期間が限定されてくるということがあるかと思います。出水期とか、台風時期には河川の工事はなかなかできません。通常私どもが工事をやっているのは10月から例えば次の出水期前の5月までです。ただ、会計制度上、年度をまたいでやるわけにいきませんので、工事期間というのは1年のうちの半分ぐらいに限定されてくるのではないかなと思います。梅雨どきとか、あるいは台風のときを目がけて河川の工事をやるというのはなかなか難しい面があるということです。

　市街地部の河川改修においては太田川も、いたち川でも物件移転交渉があります。そこに住んでおられる方に物件を例えばどこかに移転してもらうことになります。そうすると、どうしても移転先用地が必要になります。それも全部手当が整ってから用地を買えるような状況になりますので、物件移転とその用地の買収にどうしても時間がかかるということがあるかと思います。そういう面では多分お金が幾ら付いてもできるかと言ったら、必ずしもそうではないと。そういう意味で時間がかかっているのだと思います。

　それから、土木の方は力で抑えているのではないかという話があったのですが、先ほどちょっと海岸の方でも触れましたけれども、直立堤というのはまさに力で抑えているような感じなのです。それに対して人工リーフとか、潜堤というのは割と自然になじむような形なのです。人工リーフはサンゴ礁を人工的に作ったような感じなのです。そういう意味で自然にならって波の力を落とさせるということです。舗装に関しても透水性というのはおっしゃるとおりだと思います。

　十分な答えになったかどうか分かりませんけれども、そういう状況です。

（F委員）　分かりました。ありがとうございます。

（長尾会長）　はい、どうぞ。

（Ｄ委員）　最後の下水道の資料なのですけれども、高度処理方式の導入も計画されているようなことが書いてあるのです。既存の施設も高度処理を導入していくのか。それとも、新たに今度建設する系列だけなのか。予算規模がどれぐらいなのか。多分富山湾の環境基準の達成率が悪いので、こういう話が出てくるのだと思うのですけれども、富山湾への負荷量という点で下水道はどれぐらいの寄与率があるのかというのがちょっと気になるところなのです。

　なぜこういうことをお尋ねするかというと、神通川左岸ではなくて、小矢部川の流域の方なのです。幹線管渠はほぼ終わっているかと思うのですけれども、市町村の方の管渠があまり進んでいなくて、砺波とか、小矢部なんかですと、下水道の区域だけれども、浄化槽の補助金を付けようかというような話もちょっと聞こえたりしているのです。

　将来的に10年先か、20年先か分からないですけれども、下水道をまたつなぐことになれば、その辺はかなり無駄なことをしていることになると思います。もしこの高度処理を導入する予算があれば管渠の方に回せないかとか、そういう考え方もできるかと思いますので、高度処理を導入することでどれぐらいの予算増になっているのか。その辺をお尋ねしたいのですけれども。

（岡崎下水道班長）　下水道班長をやっております岡崎といいます。まず1点目の高度処理につきましては、神通川左岸流域下水道では今まで16系統のうち８系統まで供用しています。これはいわゆる標準的な運転ができるようにやっておるわけです。16系統のうち９・10系統の今回色で塗ってあるところにつきましては、嫌気－無酸素－好気法といいまして、窒素、リンもある程度、標準的な方法よりも除去できる方法を選んでおります。

　これは環境サイドの方で富山湾の環境基準がなかなか達成できないと。たまたま昨年は達成したのですけれども、ほとんどの年が達成していない。その原因につきまして環境部の方で調べましたところ、窒素、リンを原因とする汚濁物質が閉鎖性水域に近いような富山湾という状況の中において内部生産性が上がったというようなことです。環境基準を１００％守るためには、下水道だけではないのですが、事業所も含めて窒素、リンを30％削減しましょうというようなことで結論がなされているわけです。われわれとしても全部やるのは大変なわけですけれども、取りあえずは少し始めたということです。

　2点目の小矢部川流域の合併浄化槽の話ですが、これにつきましてももともと県と市町村でいろいろと話し合いをしながら、どういう整備手法がいいかということを経済比較とか、総合的に判断しながら、主として市町村の方で事業手法を決めておるわけです。例えば同じ散居村でも南砺市はほとんど合併浄化槽に頼らずに全部下水道で終わっております。99.何％まで来ております。それに対して砺波市等はちょっと遅れておるわけですが、その分水洗化をすぐやりたいという人のために市としては合併浄化槽を入れたいというような考えで、あそこの方はそれを市の方針としてやっているわけです。

　そういう個々の市の情勢とか、財政の状況とか、総合的にいろいろな事情がありまして、一律県の方でこういうのが本来あるべき姿だというふうなことはなかなか難しいところがありまして、その市の判断によってそういう差が出てくるということです。

　浄化槽も最初に入れたものから15年、20年とたっているものもありますし、現在の維持管理の状況とか、出ている処理水の水質とか、いろいろな状況があります。その中で適切な時期に下水道につなぐことを市の方では検討されておるのだろうと思いまして、私どもではそういうことを見守っていきたいと思っておるわけです。

　説明になっているかどうか分かりませんけれども、以上でございます。

（B委員）　末端の管渠は市町村の話なので、県からの補助金というか、そういうのが増やせたらどうかなという気もせんではないのですが、やはり地元の考えによるのが一番かなと私も思います。

（長尾会長）　そのほかに、はい、どうぞ。

（E委員）　これまでいろいろ話を聞いていまして、評価方法というのがすごく大事になってくるかと思いますし、また、先ほどちょっと中村先生もおっしゃったような客観的な指標というものを出していくということが重要であるかと思います。これはなかなか難しいところではあるのですが、ただ、この評価方法の考え方としましては、どうですかね、今は現在のニーズを反映するような形での評価というものを考えていくというのがまず一つ大事かと思います。

　それによってどういったものが重要な工事かというものも選んでいく優先順位を付けるための指標になり得るだろうと思いますし、一方、もうちょっと長期的な評価の仕方というものもこれから検討していったらどうかなと考えています。というのは、例えばストックマネジメントとかと絡みまして、コスト短縮とかというようなところの可能性とかを見てみますと、現場での材料を使うとか、あるいは既設のものを使うということによるコスト削減というのが出ているのですが、長期的に見ますと、例えば新材料を使うとか、新工法によって長寿命化が図られるといったような場合には、ここで建設費がかかるにしても、長期的に見たときにはコスト削減につながるというふうな形での算出の仕方もあるのではないかなと考えております。

　そういうことによって長期的な指標とか、あるいは長寿命化を図るような工法とかが必要になってきます。長寿命化を図るということはそれに応じて現在の状況というのを判断しなければいけませんので、そういったところでの判断の新技術の導入といったものも踏まえながら進めていくことが必要なのではないかなと思っています。

　また、こういった評価というものも、今の流れからいいますと事後評価といったものも多分これから出てくるかと思いますので、そういったことも含めて、こういった評価方法を考えていかれたらいいのかなと思いますけれども、私の意見です。

（長尾会長）　工法等に関してですが、どうですか。

（柴田土木部次長）　ニーズをとらえた評価方法を考えたらいいのではないかということですが、そういったものについてはなかなか難しい面があるのかもしれません。今は各都道府県の方も自分らで判断しなければいけないという話があって、皆さんは多分試行錯誤でいろいろ検討していると思いますので、皆さんがどう考えておられるのか。例えばニーズを踏まえたような評価方法を検討しておられるのかどうかとか、もし参考になるのであれば私も教えていただいて、そのとおりするかどうかは別としまして、そういう参考になるものがあるか確認させていただきたいと思います。

　それから、長期的な評価という話がありますが、確かにおっしゃいましたように新工法を導入すれば長期に持つのではないかという話があります。多分費用対効果のB/Cの中にも例えばある程度途中で、本当のアバウトですけれども、10年に一度は補修経費をこれだけ見たりとか、あれは多分耐用年数を40年とか、50年で見て、いろいろな施設の全体の費用対効果を出しているのです。

　今おっしゃいましたストックマネジメントを導入すれば全体として建設費、維持管理費を含めてトータルが安くなるのではないかということだと思います。私どもで勉強し始めているのは、今年度、橋梁については中長期維持管理計画ということで、アセットマネジメントといいますか、どういうタイミングで補修していけばトータルとして安くなって、なおかつ予算も平準化がある程度図れるかなという計画を策定することとしております。

　おっしゃるとおり、新工法を導入すれば、今のものについては長期で持つのではないか。単純な話で言えば、例えば橋梁の塗装なんかでも今はかなりの高級塗装になってきております。昔は多分7～8年ぐらいで駄目になるような塗装でやっていましたが、今は20年弱ぐらい持つような1回の単価が高いような塗装をやっています。トータルで見ればおっしゃるとおり維持管理費を含めると安いのかもしれません。そういうのを道路施設とか、河川施設、いろいろな施設に対してそういう目で見てはどうかというふうなご提案だと思いますので、また勉強させていただきます。

（E委員）　またぜひ、平成40年とか、長くなるものに対してはそういった余地があると思いますのでよろしくお願いしたいと思います。

（Ｄ委員）　一つだけちょっとコメントというか、いいですかね。

（長尾会長）　はい、どうぞ。

（Ｄ委員）　私が学生によく言っているのは、例えばここの電球です。今は当然白熱電球なんかを使っていないですよね。白熱電灯は多分100円ぐらいで買えると思うのです。LEDは今は3000円か、もっと安くなっているのです。まさにそこの議論なのですよね。だから、国でもし予算が出なかったら、その話をぜひ国でされたらいいと思います。

　多分白熱電灯は当初の電球代は100円ぐらいです。けれども、維持管理費はすごく高いのです。そのランニングコストが。球を変える頻度もすごくあります。ぜひ瀧本先生が言われたとおり、そういうライフサイクルコストという考えをぜひ導入してください。以上です。

（I委員）　資料No.2の7番にまたちょっと話が戻っていくのですけれども、ここの太田川河川総合交付金事業というところで、都市化による対策ということでDID区域というお話が今日あったのですが、昭和50年代、そして、今現在は平成17年でかなり人口密度が高くなってきているというのがここで分かったわけです。今後18年後にますますここは人口密度が非常に高くなっていく場所なのか、それとも今がマックスなのか。例えばここの太田川河川だけではなくて、このような事例がほかにもあって、河川の流域で宅地開発によって都市化が進むことでそういった集中豪雨のときに大量に雨水が流れ込むというような事例の予測地域といいますか、そういったことはされているのかということです。

　と申しますのは、太田川に関しましては着手以来、浸水被害の発生はないとあるので、人口密度が増えることによって対策が必要であるということは、ここだけではなく、ほかにもそういった予測可能地域があるのであれば、そうなる前に土木部さんの方で、先ほどどこかの先生がおっしゃった、コンクリートの透水性とかはそういった地域の都市の景観に結びつくと思うのですが、そういった流域の皆さんに対しての住宅基準を作るときにそういったものも踏まえた規制を作るといったことも考えられるのではないか。

　それにより少しコストを削減するとか、未来を予測することなので、なかなか難しいことと思うのですけれども、今の状態だと対症療法的で、こうなったからこうしようというような形がすごく見受けられるのです。DID区域といった言葉を今日初めて私は伺ったのですけれども、ほかにもこういうところがあれば、事前に景観で規制をするとか、アスファルトを透水性にするとか、土壌といいますか、公園とか、緑地帯を増やすとか、そういった対策等で都市化が進むことによる弊害を防げる予測を立てられるのではないかという気がしました。この事例を拝見させていただいて。それについてちょっと考えをお聞かせください。

（柴田土木部次長）　太田川の河川総合交付金の河川改修事業についてですが、流域の開発は場所によって違うと思うのです。太田川については、改修区間の全域が市街化区域でございまして、宅地として家屋を建ててもいいところになっているのです。河川の流出量というか、その河川にどれだけの水が入ってくるかということについては、その関係する流域で、このエリアが住宅で利用されるのであれば、住宅地としてのこれだけの面積に対しての流出量が幾らぐらいあるかとか、田んぼの場合はどれだけあるかとか、あるいは工場の場合はどれだけとか、そういった形でその流域の土地利用を想定して、流出量を見込んでいます。

　確かにDID区域がどこまで伸びるかという予測はなかなか難しい面がありますけれども、太田川の流域については宅地化されるという想定の下で計画しています。すなわち、下流での計画流量75m3については、流域の土地利用が宅地になったと想定して算出したものです。先ほどDID区域の話をなぜ出したかといいますと、河川改修のスピードに対して市街化の進展が早く来ているため、洪水が起きた場合に被害が大きくなるので、ここは早くやらなければいけないという意味です。ただ、そうは言いながら、えらい時間がかかっているのではないかというご指摘はそのとおりです。

　河川改修については今のところ先ほどご説明しましたように大体3kmのうちの半分ぐらいができております。全部が早くできればいいのですけれども、徐々に下流からやってきたことによって河川の改修効果が上流にも及んできていることは言えるかと思います。

　ただ、今ほどおっしゃいました例えば宅地開発です。もともとは宅地にする予定でないところに宅地開発で団地を作られるケースがあるのです。その場合は確かに土地利用を決めておりません。例えば農地としての利用しか最初は見ていませんので、その雨水排水が直接河川に流出した場合には、流出量が当初の予測を超えるものになります。例えばまとまった300世帯とか、1000世帯の宅地開発をやるのであれば、河川に流出する前に調整池を設けて、一遍に出さないようにしてもらうのです。そこで一回池にためて、その池からあふれた水を河川の方に流してもらうということで調整池と言っております。宅地開発されたところの公園なんかに行ったときに低いところがありますが、あれは多分調整池です。そこで調整機能を果たして、雨が降ってから急激に川に流出しないようにしているということです。

　ただ、そうはいいましても、あれは雨量強度をそんなに大きなもので設定していませんので、今いわれるような局地的な集中豪雨にあっては多分予想を超えるものになるのではないかなと思います。確かに予測できるものもあるのですが、予測できないものも確かにあるということです。

　今おっしゃいました中で例えばそういうことが懸念されるのであれば何か対策を打ってはどうかということです。一つは全国的にも鹿児島なんかでもやられてましたけれども、例えば学校のグラウンドに壁を少し建てて、そこに貯留して、グラウンドに降った雨が一気に河川に流出しないようにするとか、あるいは公園に降ったものを公園に貯められるようにする。要は、河川に一遍に出てくるとどうしても流量が多くなってしまいますので、それぞれ河川に出てくるタイミングをずらすことができれば、その山がずれてきます。そのようなことを少しずつやっているのですが、なかなかおっしゃるとおりにすべての河川でそうなっているかどうかとは言い切れません。十分な答えになっていないかもしれませんけれども。

（G委員）　ちょっと基本的なことで、多少とんちんかんかもしれません。再評価するタイミング、時期の問題なのです。それぞれの案件を聞いておりますと、それぞれ大事な案件で、継続の必要があるなといちいち思うわけですが、それぞれ60％とか、80％進捗しているような事業をここで例えばやめるというようなジャッジをするときにはここまでかけてきたお金というのは無駄になるのか。あるいはここでやめても、それはそれなりに生かされるのかというところが分からないものですから。

　私も事業をやっている人間としてはお金をかけてきた以上はそのお金の元を取らなければいけないという発想がどうしても出てきて、どこか切りのいいところというか、今ならやめるチャンスだというような例えばそういうタイミングでジャッジをさせていただくようなことができればすごく意見も述べやすいのですが、「これをやめると言うわけにもいかないし」と常に思ってしまうわけです。

　例えば事業に取り組む前の段階で「この事業というのはやるべきなのですか」ということを問われれば、それなりのジャッジの仕方もあるのですけれども、既に取り組んでいるものをやめるというのは非常に難しい思いがするので、5年ごとにジャッジするというような画一的なことではなくて、少し柔軟に「この事業はひとしきりついたところだから、ここで一度判断してもいいのではないか」というような時期の設定の仕方もあるのではないかなと思います。

　それから、もう一つは事業に着手するときにどのような意思決定の方法をされておられるのか。これもお聞きできる部分とそうでない部分とあると思うのですが、このあたりもお聞きできる範囲でお聞かせいただければと思います。以上です。

（事務局）　今ほどのご質問についてです。まず再評価のタイミングにつきましては、現在の公共事業評価委員会の設置要綱上は最初に触れましたが、採択後の一定期間を経過したものという基本的な考え方で評価いただきます。ただ、その評価の間隔は一番ベーシックな形であれば、5の倍数を経過したものが基本的なものですが、5年刻みで評価をいただくというものです。ただ、国の方では5年のスパンを若干短くする動きも最近始まったところでありまして、県の方も今後いろいろな状況の中で今の5年のままでいいのかどうかということを議論しなければいけないなということについては内部で議論し始めているところです。

　それから、事業採択の部分ですが、採択につきましてはこの評価委員会とは別に公共事業審査会といいまして、県の内部で採択前の審議をする機関が別にございます。それは土木部、農林部さん以外の関係部局も集まって、財政当局も含めて、その事業の必要性、それから、着手にあたっての考え方をいろいろと議論しまして、県の予算の範囲の中でどこを優先的に審議、着手、もしくは事業をこの後やっていくのかという議論を内部で検討しまして、従来の補助事業という形であれば採択に向けての申請を行うような形で手順を踏んでいます。

　そういう意味では着手された後の中間的な評価、もしくは5年刻みの途中で再度社会情勢の変化に伴って当初見込んだものを見直すものがあるのではないかという議論をこの評価委員会で実際にしていただいているということで使い分けていただいているというのが今の状況になっております。

（長尾会長）　まだまだご質問があるかと思うのですが、土木だけに集中しているのですが、農林水産部に関係のある事業もございますので、予定の時間が4時までとなっておりますが、若干オーバーということで先に進めさせていただきたいと思います。よろしいでしょうか。今日のところはたくさんご意見を出していただきましたので、また議題にしていきたいと思います。

　では、すみませんが、休憩をします。今は3時7分ですが、5分ぐらい休憩を取りましょうか。

＊＊＊休憩＊＊＊

（長尾会長）　では、審議を始めます。農林水産部の方から説明をお願いします。

　③農林水産部関係事業

（宮長農林水産部次長）　農林水産部の宮長でございます。よろしくお願いいたします。だいぶ時間も押しておりますので、若干はしょるかもしれませんけれども、一つよろしくお願いいたします。資料No.2の12ページ、資料No.4を参照していただければ大変ありがたいかなと思っております。

　それでは、私の方から農林水産部の重点審議事項の林道開設交付金事業について説明いたします。森林の公益的機能につきましては去年もいろいろ説明させていただいたわけですが、申すまでもなく、森林には木材生産のほか、水源涵養機能や山地災害防止機能などのさまざまな公益機能があるわけです。特に近年は地球温暖化防止のために二酸化炭素吸収源として森林への期待が非常に高まっているわけです。京都議定書によりますと、温室効果ガス削減目標6％のうち3.8％につきましては森林の吸収によってまかなうということにされているわけです。

　今日評価していただく林道の役割ですけれども、林道は適切な森林整備の促進をはじめ、大型トラックによる効果的な木材の生産なり、山村住民の人々の生活道として、さらには都市住民の森林レクリエーションのための道としての役割を果たしているわけです。

（以下スライド併用）

○林道の種類につきましては、山のイメージ図ですけれども、山のみち以下、今回評価させていただきます森林基幹道なり、施業道、作業道、いろいろあるわけでございまして、森林を適正に管理するための大きな道から森林の施業道までとなっているところです。

○林道整備については時間がかかっているわけでございまして、林道整備の特殊性ということがあげられます。林道の開設にあたりましては、工事場所は山間奥地の豪雪地帯であり、施工可能期間が短いということ、資材や重機搬入等のための連絡公道等が少ないため、多くの工事区間を設定できないこと、現場の往復に時間を要しまして1日当たりの施工時間が他工事に比べて著しく短いことなどから、非常に年間の整備量が限られ、完成までに長期間を要することを余儀なくされているところです。

○このため、林道事業におきましては継続路線の早期完成を目指し、平成7年度から新規路線の採択を見合わせるとともに路線ごとに重点投資区間を設定いたしまして、可能な限り集中投資により部分供用開始までの期間を短縮して、加えて工事期間を少しでも長く確保するため、雪融け早々から着手できる前年度中に発注するゼロ国債等の予算を積極的に活用して効果の早期発現に努めているところです。

○県営林道の再評価にあたりましては平成13年度に重点区間を設けまして、その区間ごとに評価することとしておりまして、今回対象となるのは富山市の旧大山町に位置する森林基幹道、町長水須線河内～水須区間の1路線です。の1路線です。それでは、町長水須線の概要を説明させていただきます。

○町長水須線は神通川側の富山市、旧大沢野町ですが、町長地内を起点に富山市旧大山町の水須地内に至る全体計画延長24.5km、全幅員5m、利用区域面積が5732haの森林基幹道です。また、利用区間内の森林面積のうち20％にあたる1120haが人工林となっているところです。その人工林のうち間伐が必要な11年生から45年生の森林が全体の81％を占めています。特に36年生から40年生が全体の4割を占めておりまして、間伐等の森林施業が急務となっているところです。

○町長水須線は起点側から町長～大清水区間、大清水～河内区間、河内～水須区間の3区間に区分して事業を進めており、このうち町長～大清水区間は平成11年度に完成しました。今回の評価区間は終点側の河内～水須区間にかけての7.8kmとなります。

　当区間には農林水産公社等の分収造林地や個人のスギ造林地が広がっているわけでございまして、林道はこれらの造林地の整備や間伐、主伐等の木材の搬出に必要な地域路網の骨格を形成しているわけです。さらに近くには森林組合の木材加工施設があり、生産から加工まで一貫した体制が整っているところです。町長～水須区間の進捗率ですが、平成22年までの当区間の延長に対する進捗率は49.2％となっているところです。

○森林の整備状況について説明いたします。林道開設前は手入れの行われていない森林が当然目立ったわけですが、開設後は間伐等適正な森林整備が行われています。当路線の利用区域内においては、過去5年間で390haの森林整備が実施されているところです。当路線は広葉樹を中心といたしました保安林が多く存在しますが、水資源涵養など、公益機能の維持には適正な管理は欠かせません。当地区の保全につきましては治山事業等により森林整備が実施されており、今後の維持管理にも林道は重要な役割を果たしていきます。

○木材生産におけるコスト低減には高性能林業機械と大型車による搬出が不可欠です。ご覧のように完成した町長～大清水区間において高性能林業機械を活用した伐採、搬出が行われています。これまでは切り捨てや間伐が主でしたけれども、林道の開設によりまして搬出して利用する間伐が実施されるようになりました。

○次に木材利用の取り組みについてご説明いたします。搬出された小径の間伐材は立山町下田の県産材加工施設で土木用資材に加工されています。加工された間伐材は現場で丸太柵工やウッドブロックとなって林道の建設に利用されています。当区間における間伐材の利用量は2mの間伐材換算で約4900本となっています。

○コスト縮減の取り組みについてご説明いたします。コンクリートブロックによる擁壁からウッドブロックに変えることで当区間では約400万円のコスト縮減となっているところです。

○次に切土量を減らす取り組みです。切土断面が大きく連続する箇所においては側溝を路肩内に含めることによりまして、切土量、法面保護工を減少させて、コスト縮減を図っています。このことによりまして縮減額は約200万円となっています。

○次に擁壁に関する取り組みです。路肩擁壁工には現場発生土砂を有効に活用できる補強土壁工や工場で製作したコンクリート二次製品を多く採用し、コスト縮減を図っています。また、壁面緑化が可能な補強土壁工の採用で景観にも配慮しています。これらの取り組みによるコスト縮減額は約8500万円となっているところです。

○一方で、河内工区の資材運搬路である県道河内～花崎線で平成16年に発生した山腹崩壊、また、水須工区で平成17年に発生いたしました地すべり等の災害対応に経費および期間を要したわけです。これらの災害による工事への影響についてグラフで説明いたします。

　当初計画は青色の線で、平成12年から20年までの9年間の予定でした。県道河内～花崎線の災害によりまして資材運搬が不可能となりまして、4年間工事に入れませんでした。また、先ほど言いました水須工区においても地すべり対策に2年間を要しまして、工事ができませんでした。このため、平成18年度末に林野庁と協議を行いまして、終期を７年間延長し、平成27年度としたところです。法面崩壊による進捗の遅れや厳しい予算の中ですけれども、計画どおり27年度に完成予定でやっていきたいと思っております。

○全体事業費についてです。全体事業費につきましては工法等の見直しや先ほど言いましたように約1億3000万円のコスト縮減になったわけですけれども、災害の復旧や法面対策に経費を要することから、全体事業費につきましては変更はいたしておりません。今後ともコスト縮減に努めながら事業を進めてまいる所存です。対応方針につきましては資料No.2の12ページに記載してあるとおり、事業継続で完成させる予定といたしておりますので、よろしくお願いいたします。

　以上で説明を終わらせていただきます。

（長尾会長）　どうもありがとうございました。ただ今の説明に関しましてご質問、ご意見等がございましたら、はい、どうぞ。

（I委員）　一番最後のスライドを見せていただきたいのですが、それです。この表の全体事業費なのですけれども、増減なしということで、増減の内訳のところで豪雨等による法面崩壊の復旧というところでかなり予算を使われていると思うのです。

　例えば先ほどの事例を拝見いたしますと、コスト削減ということでいろいろ削減をしていらっしゃったと思うのですが、コストを削減したことによってまた法面が崩壊したという悪循環になっているということはないのでしょうか。ここの説明をもう少し詳しく。

（宮長農林水産部次長）　全体に法切り量を減らすなどのコスト縮減はやっておりますが、豪雨等による法面崩壊の復旧につきましては場所が異なっております。結果的に、コスト縮減額と災害による増加額と相殺されたということです。突発的な災害が当然山間部の工事である林道では考えられますので、なるべく各区間でコスト縮減に努めていきたいと思っております。この災害もゲリラ雨豪雨によるもので、7.9km全線にわたってではございませんので、何とか全体事業費がそのままでできるようにしたところです。

 （I委員）　ありがとうございます。私は前回も多分同じような話をしたかと思うのです。もちろん集中豪雨による法面崩壊というのは分かるのですが、どういった施工をした後にどういう崩壊をしたのかという事例をデータとして残していき、次の法面を作る際に同じようにまた崩壊してしまうのではないだろうかといったことも含めて、検討していただけたらと思います。雨で法面が崩壊するというのはいろいろな理由があると思うのですが、その施工方法によっての崩壊もあるのかもしれないというのがあるので、その事例を蓄積されて、今後に応用していただけたらなということでお願いします。

（宮長農林水産部次長）　ありがとうございました。われわれも設計するときに当然湧水のあるところとか、法面の大きさとか、そういったようなことも考えながら設計はいたしております。委員のご指摘のとおり、そういったデータを蓄積しながら次の計画に生かしていきたいと思っております。

　④その他全体

（長尾会長）　そのほかにありませんでしょうか。よろしいでしょうか。では、ご質問、ご意見等がございませんので、以上にさせていただきたいと思います。

　では、重点事業はそのほかのものがあるわけですが、全体を振り返りまして、何かご質問、ご意見等はございませんでしょうか。はい、どうぞ。

（Ａ委員）　資料1の20番目、港湾のところに港湾公害防止対策事業というのがありますね。2ページのところの一番下です。これは富岩運河の例のダイオキシンの話だと思うのですが、非常に難しい問題で、これはあまり難しい問題なので、この重点に入れていないのか。

　これは私もちょっとかかわったことがありますが、これはどういう対策を取ればいいかというのがまだはっきりしていないのではないかと思うのです。今、委員会か何かやっておられるとしても、結論が出るまでいったん休止しておくような形になるのかどうか。その辺の考え方をちょっとお願いします。

（柴田土木部次長）　富岩運河の対策については専門の委員会で検討してもらうことにしております。どういう工法でやるのかまだ検討の段階なものですから、方針が決まっていない段階です。現時点では事業費も全然決まっていませんし、工法が決まりませんから、どういう方法でやるのかも決まっていないということです。そういった段階でご審議いただくのは難しいのではないかということで重点審議対象から外してあるということです。

（Ａ委員）　それでいいと思うのですが、この事業はやめるわけにはいかないと思うのです。あのままじっとしておけば別に差し障りはないかもしれませんが、そうかといって、ダイオキシンが川底に埋まっているものをそのままにしておいていいかどうかということもあります。だから、事業を廃止するのではなくて、今言われたように委員会の結論が出たら、そこから始まると考えていいですかね。

（柴田土木部次長）　当然、その工法等について今後新たな方向性が出てから、いろいろな関係者、それから、県議会にも説明の上やっていかざるを得ないと思います。今はまだその段階まで至っていないということです。

（長尾会長）　よろしいですか。そのほかに全体を通じまして何かご質問、ご意見等はございませんでしょうか。よろしいでしょうか。本日の議題に関しましては以上でございます。今日は全般に公共事業に関しまして全員の方からご意見をいただきました。また、＊そのほか＊に関しましてもご意見をいただいておりますので、次回は今回のご意見を踏まえてまた審議を続けていきたいと思います。

　では、今後のスケジュール等につきまして事務局から説明をお願いいたします。

（3）その他

　現地視察、今後の予定等

（事務局）　では、今後のスケジュールについて簡単にご説明いたします。次回、第2回目の委員会ですが、現地視察で現場を見ていただくように考えております。日程につきましてはあらかじめ当局より連絡調整させていただいておりますが、来る7月26日（月）午後を予定させていただきたいと思っております。今日出席の先生方のうち一部はちょっとご都合がつかないと聞いておりますが、ほとんどの方が何とか対応できるのではないかと聞いております。

　それから、視察予定の場所につきましては先ほど来いろいろなご意見をいただいておりますが、現在の予定は日程を半日と考えておりますので、効率的に現地を回りたいと思っております。特に海岸の工事の関係について議論もかなり出ておったように見受けられております。

　取りあえずNo.9の雨晴海岸、それから、11番の伏木富山港海岸②の二つにつきましては浸食対策という観点の工事をやっている箇所ですが、その2カ所についていかがかなと思っております。それから、現場も近くにございますが、下水道の大変大きい25番目の処理センターも併せて見ていただくことができないかなと考えております。

　そのほかに先生方の中で具体的にここを見たいというような場所がございましたらご意見をいただければと思っておりますが、いかがでしょうか。

（長尾会長）　いかがでしょうか。3カ所ありますが、それ以外に関してここを追加していただきたいとかいうのがございますでしょうか。いいですか。では、3カ所を基本として現地視察を考えたいと思います。当日はよろしくお願いいたします。

（櫻井財政課長）　ありがとうございました。では、今ほど紹介させていただきました3カ所について現場視察を実施させていただきたいと思います。26日（月）は午後1時に県庁の前、正面にバスを用意したいと思っております。そちらの方にご集合をお願いしたいと思っております。

　なお、当日の服装ですが、天候にもよると思いますが、現場ということもありますので、できるだけ身軽な格好がよろしいかと思っております。それから、現場の方は山間部ではございませんので、ぬかるんでいるような場所ではないと思いますが、履き慣れたような靴を履いていただくのがよろしいかと思っております。万が一天気が急に悪くなるような予報でしたら、こちらで長靴等も手配したいと考えております。

　それから、その後の3回目につきましては昨年と同様ですが、現場を見ていただいた後、10月の上旬から中旬ぐらいにかけて開催を考えたいと現在思っております。その日程等につきましてはまた別途調整をさせていただきたいと思います。

　それから、本日お渡してある書類の中に意見票ということでコメント等を書いていただく様式を最後に付けてあります。2回目、3回目を待たずに、ご意見等が今日おっしゃられたほかに何かあるようでしたら、その様式を利用なさって、事務局あてFAX等でもいただければと思っております。事務局の方からは以上でございます。

（長尾会長）　ありがとうございます。今後のスケジュールにつきましてご説明がございました。次回は7月26日午後1時に集合して、3カ所の現場視察ということになっておりますので、よろしくお願いしたいと思います。

　意見票が皆さんのところへ配布されていると思います。これに関しましては今日おっしゃりたかったご意見等をぜひ積極的に書いて、また事務局の方へFAX、メール等で流していただければと思います。

　私の方の進行が下手な部分がございまして、予定より1時間以上オーバーしておりますが、今日は十分なご審議ができたと理解して、次回へつないでいきたいと思います。どうも今日はご協力ありがとうございました。この後は事務局の方へお返ししたいと思います。

5．閉会

（櫻井財政課長）　事務局ですけれども、時間の方が超過いたしまして大変申し訳ございませんでした。たくさんいろいろと貴重なご意見をいただきましたので、これらを参考にいたしまして引き続き会議の方を進めてまいりたいと思っております。

　本日は長時間にわたりましてご審議いただき、ありがとうございました。これをもちまして、第1回公共事業評価委員会を閉会させていただきます。本日はどうもありがとうございました。

（長尾会長）　どうもありがとうございました。
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